
１．分析の目的 ２．全国マクロ計量モデルによる経済効果

最近は、道路投資の間接効果を全国マクロ的視点

からの効果と、地方への所得再分配効果および地域

間格差是正の効果の二つの視点から論じる必要性が

高まってきている。

以上の背景から、今年度本研究においては道路投

資の効果を全国計と地域別の二つのアプローチで捉

えることを試みる。一つは道路投資の間接効果を全

国レベルで捉える全国マクロ計量モデルの適用であ

り、二つ目は具体的な地域間をつなぐ道路の間接効

果を地方別に捉える空間的応用一般均衡（Spatial

Computable General Equilibrium、以下 SCGE と記

す）モデルの適用である。

（１）モデルで捉える経済効果

全国マクロ計量モデルでは、道路投資の経済効果

をフロー効果とストック効果の２つで捉える。フ

ロー効果とは道路建設に伴う投資の乗数効果であり、

例えば建設雇用の増大に伴う消費の拡大効果等が含

まれる。ストック効果とは道路利用による効果であ

り、物流効率化による企業の生産性の向上効果や、

観光レジャー消費の拡大効果、資産価値の上昇効果

により構成される。

マクロ経済理論に基づく効果フローは図－１の通

りである。ストック効果は、地方生活圏間の一般化

費用から合成される交通近接性指標を介して、潜在

生産力・民間消費支出・土地資産価値にそれぞれ影
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図－１ 全国マクロ計量モデルの効果フロー
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３．SCGEモデルによる経済効果
響を及ぼす。

（２）道路投資の効果

平成２０年度に１兆円の道路投資が行われた場合、

経済効果は１０年計でフロー効果１．０兆円、ストック

効果１．６兆円の合計２．６兆円となる。産業別では製

造業の寄与が高く１．４兆円であり、次いで不動産業

５，４００億円、運輸業１，４００億円の順に効果が発現する。

国民一人当たりではフロー効果約８，０００円、ストッ

ク効果約１．２万円の合計約２万円の効果となる（図－２）。

また、GDP の増加からもたらされる税収の増加

は１０年計で４，５００億円、雇用者数の増加は２．２万

人と算出される。

ただし、本分析では道路投資１兆円が全国の交通

近接性指標を増加させることのみ考慮しており、ど

の道路が整備されるかについては一切考慮していな

い。この課題については、次の SCGE モデルで対

応する。

（１）分析の視点

近年注目される道路整備の間接効果の視点として、

地方への所得再分配効果および地域間格差是正の効

果が挙げられる。これら地域への間接効果を捉える

には、全国１つの値しか算出できない全国マクロ計

量モデルの適用では不十分であり、空間的な効果帰

着の分析が必要となる。ここでは EU での SCGE

分析事例（CGEurope）を参考に、道路整備の効果

を空間的に分析する。SCGE 分析はミクロ経済学を

基礎とするため、利用者直接便益から得られる B／

C と理論整合的であると言われる手法である。

（２）EUでの取り組み事例

EU エネルギー交通総局では交通白書の中間年評

価レポートにおいて、最近の新経済地理学・空間経

済学の研究を取り込んだ SCGE モデル（CGEurope）

が構築されている。SCGE 分析により TEN－T

図－２ 道路投資１兆円の経済効果
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４．今後の課題

（Trans European Network－Transport）整備計画

が EU 域内の地域間格差を拡大するか是正するかに

ついて経済厚生（実質所得）の変化から空間的分析

を行っている。レポートでは、多様な交通施策の評

価を行っており、図－３では事例として、EU 域内

にロードプライシングが実施された場合の経済厚生

の空間的変化を示す。

レポートでは、多様な交通施策の実施は EU 外縁

地域の経済厚生向上に貢献することから、TEN－T

整備計画は地域間格差を是正し、EU の結束に貢献

すると結論付けている。

（３）我が国への適用

EU での事例を参考に、我が国でも同様の整備効

果を捉える。東九州自動車道の津久見 IC⇔延岡南

IC 間の道路整備を事例に効果計測を行う。

a）経済厚生の変化

道路整備による経済厚生の変化は図－４の通りで

ある。道路整備沿道地域である九州東部地域で高い

効果が得られるが、熊本市・福岡市では経済厚生の

低下が見られる。また、関東地方においても経済規

模が非常に大きいため、経済厚生の低下が見られる。

SCGE モデルによる分析は、限られた資源の取り合

いが生ずるため道路整備によるプラス効果が生ずる

地域があれば、一方でマイナス効果が生ずる地域も

あることに注意しなければならない。

以上から得られる経済厚生を全国計４０年間計で

便益計算することが可能である。計算によると B／

C は１を超えており、事業の妥当性が示される。

b）地域間公平性指標

格差の程度を示すジニ係数・変動係数を用いて、

道路整備が地域間公平性に寄与するかを分析する。

道路整備により九州地方の実質所得が向上し、ジニ

係数・変動係数ともに約０．１ポイント改善される。

以上より、地方への道路整備は地方の所得を増加さ

せ、格差是正に貢献すると言える。

今後の多様な施策ニーズに対応するためのモデル

拡張の方向性は以下を考える。全国マクロ計量モデ

ルでは有料道路の料金施策や道路関連税制変更の効

果を適切に捉えるための改良が必要と考える。

SCGE モデルでは対象圏域をアジア地域へ拡大する

ことにより、輸出入コンテナ流動を考慮した分析が

必要と考える。
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図－３ ロードプライシング実施による経済損失の分布 図－４ 東九州自動車道整備の経済厚生の変化
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